判例研究 町職員の戸別訪問調査が国賠上違法とされた事例(関ヶ原町署名簿事件) : 名古屋高裁判決(2012「平成24」.4.27) by 大林 文敏
【事実関係】
 関ケ原町立 B 小学校 (以下, ｢B 小学校｣ という｡) PTA 有志らが,
2002 [平成 14] 年 5 月ころ, B 小学校を廃校にし, 関ケ原町立 C小学校 (以
下, ｢C 小学校｣ という｡) に吸収統合するという案 (以下, ｢B 小・C小統廃
合案｣ という｡) に反対するために ｢B 小学校の統廃合を考える会｣ (以下,
｢考える会｣ という｡) を発足した｡ その後, B小 PTAは, 2005 [平成 17] 年
5 月 12 日, B 小・C 小統廃合案に反対するために, B 小統廃合問題特別委員
会を設置した｡ 関ケ原町議会議員の有志が B小を守る会 (以下, ｢守る会｣ と
いう｡) を発足させた｡ 考える会, B 小 PTAおよび守る会 (以下, ｢考える会
ら｣ という｡) は, 2005 [平成 17] 年 5 月 6 日より同年 9月 22 日までの間, B
小・C小統廃合案に反対する署名活動 (以下, ｢本件署名活動｣ という｡) を行っ
た｡
 本件署名活動は, X1～X6 (以下, ｢原告 Xら｣ という｡) が, 原則とし
て町住民に対し戸別訪問を行い, 署名書の住所, 名前欄に署名をしてもらうと
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建築が, B小・C小の統廃合を前提に遅れていく事に反対し, 一刻も早い改築
が行われる事を要望します｡ ③私達は, Ｂ小学校が廃校される事に反対です｡｣
と記載されていた｡ 亡 H (X7が訴訟を継続) およびX8は, これに賛同して署
名を行った｡
考える会らは, 2005 [平成 17] 年 6 月 6 日及び同年 9月 22 日に, Y町長及




 Y町長は, 2006 [平成 18] 年 6 月 13 日, 企画会議で, 被告町職員らに
対し, 同月 23 日までに本件戸別訪問調査を行うよう命じた｡ 本件戸別訪問調
査は, ｢C 小と B小の統廃合反対署名運動についての聞き取り調査｣ と題する
マニュアルに従い, 次の 8つの質問 (後述) を行うこととされ, 調査対象者か
ら回答を拒絶された場合には, 回答を強要しないようにするものとされた｡
 他方, 戸別訪問に先駆け, 町職員は同署名簿に記載された署名者の氏名
および住所をコンピュータに入力し, そのデータを保存した上, ①重複署名の
有無, ②各署名者につき, 住民登録の有無の別の調査し, ③各署名者につき,
家族構成, 世帯, 所属自治会を調査し, そのデータを保存した (以下, ｢本件
一覧表作成｣ という｡)｡ 町職員は本件一覧表を印刷し, 戸別訪問調査をするに
あたって利用した｡
原告 X1～X6は, 本件戸別訪問により, 違法に表現の自由および請願権を侵
害されたとして, X7およびX8は, さらに思想良心の自由およびプライバシー
を侵害されたとして, 国家賠償法 1条 1項に基づいて損害賠償を求めた｡
岐阜地裁は, 2010 [平成 22] 年 11 月 10 日, ｢提出された署名簿に偽造等,
署名の真正を疑わしめる事情があったり, 請願の趣旨が明確でないときに, そ
の真正であることや真正の趣旨を確認する限度で, 各署名者や署名活動者に対




であった｣ として, 原告 Xらの請願権および表現の自由を侵害したとして,








 被控訴人の町民が被控訴人町立関ヶ原 B小と同 C小の統廃合について
反対する旨の意見を記載した書面 (本件署名簿, 本件要望書) に署名する行為
は, 署名集め (署名活動) をする者らの上記統廃合に反対する旨の考えに賛同
する意思を明らかにする表現活動であり, 表現の自由 (憲法 21 条) により保




 さらに, 上記署名行為は, 署名活動をする者らが官公署に署名簿を提出
する行為 (後記の請願権の行使) に参加する意味を有し, これもまた請願権




の自由は表現の自由 (憲法 21 条) により保障されると解するべきである｡
 また, 署名活動をした者が, 署名活動の結果を集めた署名簿を官公署に
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 一審の原告 1名は, 控訴しなかった｡









べきであり, 官公署は請願を受理し, 誠実に処理する義務を負う (請願法 5










 被控訴人は, 住民から要望がなされた以上, 町として適切に対処するた
めに必要な調査 (戸別訪問を含む｡) をすることは当然のことであり, 他人の
氏名や重複記載等は許されない旨を主張する｡
もちろん公共団体は, 請願を放置することは許されず, これを誠実に処理す














 被控訴人は, ①控訴人らの一部が, 本件署名を集めるに際し, 虚偽の説
明をしたこと, ②本件署名簿に 3項目の要望事項を掲げ, 署名者が真に要望し
たい事項が分かりにくいことになっていること, ③本人の意思に基づくか疑わ




 しかしながら, 本件戸別訪問においては, 虚偽の説明を質すこと自体は
その直接の目的となっておらず, 請願 (要望) 事項が 3つあるかを確認するこ





調査については, 被控訴人は, 原審準備書面において, それが本件戸別訪問の
目的ではないことを認めていること, 玉促進住宅 (B 小学区に属する｡) にお
ける同一筆跡による署名が問題であると言いながら, 同住宅を個別訪問の対象
とはせず, C 小学校の地域に限定して調査がなされていること [証拠略], 質





説明会不参加者｣ のみであることからすれば, 本件戸別訪問は, 重複署名者数
の確定や同一筆跡の調査が目的であったとは認められない｡
そして, 上記のこと, さらに本件戸別訪問が小学校統廃合案の上程されてい
た定例会議 (6 月議会の最終日は 23 日) の時期の直前にわずか 4 日間で実施
されていること [証拠略], 被控訴人が小学校統廃合の必要性を掲げているこ
と, 廃止される B小に比べれば, 統廃合後にも残る C小地区の者には統廃合
に対する反対者は少ないという地域差が考えられるにもかかわらず, 本件戸別
訪問の調査対象には C小校区の者だけが選ばれたこと [証拠略] からすれば,




































 被控訴人は, 民意を確認するための手段に関し, ｢過半数の意見かどう
か｣ の確認手段としてはサンプリング調査が適当であること, 本件戸別訪問は,
町民の住居や家庭の平穏を害するような態様ではなく, 本人の同意を得て行っ




 しかしながら, 民意を的確に把握することが真に必要であれは, 例えば,
対象町民全員に対して, その住民の意思が反映される方法によって調査するこ















結果が得られたと主張したいかのようである｡ 確かに, 本件署名簿 (統廃合に

















きである｡), 1 日目は午後 5時から午後 9時まで (夕方から夜の時間帯) に実





加えて, 質問内容を検討するに, [省略] によれば, 質問内容は, ①いつ署
名したか, ②どこで署名したか, ③誰に頼まれたか, ④その際, 署名活動の趣
旨につきどのような説明がされたか, ⑤自署したか, ⑥家族の意思を確認した
上で, 家族の名前を書いたか, ⑦説明会に参加したか, ⑧説明会に参加の場合,
被控訴人の説明を聞いた後も, 統廃合に対する考え (反対) に変わりはないか,
⑨説明会に参加していなかった場合, 現在も統廃合に対する考え (反対) に変
わりはないか, であることが認められる｡ そして, 上記質問内容のうち, ③
｢誰に頼まれたか｣ という質問は, 質問を受ける者にも, 署名活動を行った者
に対しても, 今後の署名行為及び署名活動について圧力を感じさせると認めら
れる｡ さらに, ⑧⑨については, 小学校の統廃合を進めようとする被控訴人の
職員である調査担当者に対して現在も反対であるとの意見表明をすることには
覚悟が必要であり, 意志の弱い者の中には, 意見を変えて, 賛成, どちらでも
よい, 分からないと答えた者が存在する可能性を否定できない｡ また, ⑦⑧の
質問は, 説明会に来たのにまだ反対しているのかと, ⑦⑨の質問は, 説明会に
出て被控訴人の説明をしっかり聞いていないのに, まだ反対をするのかと受け

















ことを見聞きすることで, それが自らの精神的苦痛となる｡ したがって, 控訴
人らのうち署名活動をした控訴人X2ら 5 名は自らの署名と署名活動とにより,




 憲法 19 条が保障する ｢思想良心｣ とは, 人の内心における考え方ない





別訪問は, 控訴人らの中ではそれを現実に受けた X7 及び控訴人 X1の思想良



















 憲法 13 条は, 国民の私生活上の自由が公権力の行使に対して保護され
るべきことを規定していると解され, 個人の私生活上の自由の一つとして, 何
人も, 個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有す
ると解される (最高裁昭和 44 年 12 月 24 日大法廷判決刑集 23 巻 12 号 1625





と (1条), 町長等の実施機関は, 個人情報を収集, 保管又は利用するに当たっ
ては, その所管する事務の目的達成に必要な最小限の範囲で取り扱わなければ
ならないこと (6 条 1 項), 個人情報の収集等をするときは, 個人情報の保護
を図るため, 保有する必要のなくなった個人情報 (歴史的又は文化的価値が生
ずるものと認められるものを除く｡) は, 速やかに廃棄し, 又は消去すること
(9 条 1 項 3 号), 個人情報の収集等の目的を超えた利用又は当該実施機関以外
のものに提供してはならないこと (12 条 1 項) が規定されている｡
そうすると, 本件一覧表作成等が被控訴人の所管事務の目的達成に必要で最
小限の取扱いであるか否か, 目的外利用ではないか否か等を検討する必要があ





うべきである｡ しかし, 本件戸別訪問に際し本件一覧表のうちの C小校区の




れ, 本件戸別訪問に使用されて, また, 被調査者が遠目にその記載 (他人の氏





 被控訴人は, 本件一覧表作成等は, 行政目的の達成のため必要であり,
プライバシーの侵書はないと主張する｡ 確かに, 目的達成に必要な状況にもあっ











が侵害されたこと, 並びに控訴人X2ら 5 名についてはこれらに加え署名活動
者として表現の自由及び請願権が侵害されたこと, 及び控訴人X1ら 2 名につ
いてはこれらに加えて被調査者として思想良心の自由を侵害されたこと, これ
を各人単位に整理すると, 控訴人X2ら 5 名は, 署名した者ないし署名活動を
した者として表現の自由, 請願権の侵害ないしプライバシーの侵害を被ったこ
と, 控訴人X1ら 2 名は, 署名した者として表現の自由, 請願権の侵害, 及び
プライバシーの侵害並びに被調査者として思想良心の自由に対する侵害を被り,
それらを総合すると, 各人として被害の程度は同程度にとらえるのが相当であ




以上によれば, 控訴人らの請求は 1 人当たり 5 万 5000 円及びうち 5 万円に








(官公署や企業等) から, 署名者の代表者ではなく, 個々の署名者に対して直
接働きかけをする事案は, これまでにも散見されてきた(3)｡ 今回取り上げる関
ヶ原署名簿事件は, そのような事案の 1つであるが, しかし裁判上で争われた
事案としては, かなりまれなケースであるといってよい(4)｡ 憲法学の観点から
いえば, 本件は, 請願権 (憲法 16条), 表現の自由 (憲法 21条), プライバシー
権 (憲法 13 条) および思想・良心の自由 (19 条) が交差する新しい問題領域
であり, 取り上げて検討に値する事件であるとおもう｡
本件に関して, 上記のように, 2012 [平成 24] 年 4 月 27 日, 名古屋高裁の
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 一審では, 原告 (8 人) への損害賠償額は 1 万 5400 円であったが, 控訴審では 38
万 6 千円と増額された｡
 この分野に詳しい解説を加え, かつ有益な論文として, 市川正人 『表現の自由の法
理』 (日本評論社, 2003 年) 395 頁以下参照｡
 類似の事件としては, 長崎市が署名簿の電算処理をしたことが署名者のプライバシー
の権利, 思想良心の自由, 表現の自由等を侵害したのではないかとして争った事件
(長崎署名訴訟と呼ばれている｡) があるが, 未見である｡ 詳細は, 市川・前掲注 423
頁以下参照｡
判決 (以下, ｢高裁判決｣ という｡) が下された(5)｡ 名古屋高裁判決は, 一審の
岐阜地裁判決(6) (以下, ｢地裁判決｣ という｡) と同じく国賠法上の損害賠償を
認めたものの, 憲法判断により深く踏み込んだ点において対照的な判断を示し




たい｡ 請願権とは, 講学的にいえば, ｢国や地方公共団体の機関に対し, 国務
に関する希望を述べること(7)｣ をいう｡ あるいは ｢それぞれの職務にかかわ
る事項について, 苦情や希望を申し立てることのできる権利をいう(8)｣ と定義





ところで, この請願権の法的性格をめぐっては, 学説に変遷がみられる｡ 初
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 町長は, ｢行政の調査を不当に制限するもので, 行政全般に及ぼす影響も大きく, 容
認できない｡ 上告することになると思う｣ との談話を出している (朝日新聞朝刊 2012・
4・28)｡
 岐阜地裁判決 (2010 [平成 22] 年 11 月 10 ) 判例時報 2100 号 119 頁｡ 地裁判決の
解説・評釈として, 新井誠・セレクト 2011 [Ⅰ] (法教 377 号別冊付録) 9 頁, 松本哲
治・法セミ増刊 ｢速報判例解説 vol. 9｣ (2011 年) 11 頁, 曽我洋介・東北学院法学 72
号 (2011 年) 82 頁, 榎透・法セミ 683 号 (2011 年) 122 頁, 中曽久雄・阪大法学 61
巻 5 号 (2012 年) 213 頁, 宮地基・ジュリスト 1440 号 (2012 年) 26 頁, 松本和彦・
法学教室 380 号 (2012 年) 156 頁などがある｡ しかし, 高裁判決については, 今のと
ころ解説・評釈はみあたらない｡
 芦部信喜 『憲法 [第 5版]』 (岩波書店, 2011 年) 249 頁｡
 佐藤幸治 『日本国憲法論』 (成文堂, 2011 年) 382 頁｡
期の通説は, 国務請求権 (受益権) に分類していた｡ そして, 請願権を単に希
望を表明する行為として捉え, 相手方を法的に拘束することなく, 受理を求め
る権利であると解してきた｡ ところが, 1960 年代以降, 安保条約に反対する
請願運動などに鑑みて, 請願権を選挙後に国民の意思を国政に反映させるため
に, 請願権に積極的評価を与えようとする ｢補充的参政権｣ という見解があら
われた(9)｡ その後, 請願権を新たに ｢立法参政権｣ として位置づけようとする
学説も出現した(10)が, 近年では請願権に参政権的機能を認めるのが, ほぼ通説
的な見解(11)であるといってよいとおもう(12)｡








 このような学説の展開については, 吉田栄司 ｢請願権の現代的意義・再考｣ 関西大
学法学論集 43 巻 1・2 合併号 (1993 年) 281 頁以下に詳しい｡
 たとえば, 永井憲一 ｢請願権の現代的意義｣ 立正大学経済学季報 1巻 2号 (1960 年)
31 頁以下｡ 詳細は, 渡辺久丸 『請願権の現代的展開』 (信山社, 1993 年), 同 『請願権』
(新日本出版社, 1995 年)｡
 芦部・注 248 頁では, ｢『参政権』 的な役割｣ を指摘し, 佐藤・注 383 頁では,
典型的参政権とは性質を異にし, むしろ ｢参政権を補充する意味合い｣ をもっている
ことを指摘する｡
 近時, 端的に参政権と位置づける傾向がみられる｡ たとえば, 松井茂記 『日本国憲
法 [第 3版]』 (有斐閣, 2007 年) 418 頁, 長谷部恭男 『憲法 [第 5版]』 (新世社, 2011
年)289 頁, 渋谷秀樹 『憲法』 (有斐閣, 2007 年) 423 頁｡ 学説の動向については, 吉
田栄司 ｢請願権の意義｣ 大石眞・石川健治編ジュリスト ｢憲法の争点｣ (有斐閣, 2008
年) 172 頁以下参照｡
 粕谷友介 ｢請願権 (憲法 16 条) について｣ 上智法学論集 28 巻 1・2・3 号合併号
(1985 年) 155 頁, 172 頁｡
格を有するというのである(14)｡
今回の事案をかえりみて, わたくしは, この複合的性質説がもっとも妥当な
説であるように感じている｡ 憲法 16 条後段の ｢いかなる差別待遇も受けない｣
(請願法 6 条も同様) との趣旨を引き合いにだすまでもなく, 公権力によって
請願を介入妨害されたり, 公権力によって不当な圧力を受けることは, およそ
許されないであろう｡ また, 請願署名をする時も, また請願署名をした後も,
公権力が請願を実質的に萎縮させるような圧力を加えることも許されないと解





んど変わらない｡ すなわち, 署名と署名活動を一応分けたうえで, 地裁判決に
よれば, 署名は ｢署名活動をする者らの政治的表現行為に賛同するという趣旨
でなされるものであるから, かかる署名行為も一定の政治的な態度表明という
ことができ, 表現の自由 (憲法 21 条) によって保障される｡｣ とし, 署名は
｢署名活動をする者らが官公署に署名簿を提出することに参加する意味を有す






正二郎編 『新基礎法コンメンタール憲法』 宮地基・執筆 (日本評論社, 2011 年) 135
頁, 136 頁では, ｢1 つの基本権が多面的性格を有するのは普通のことであり, それぞ
れの側面から, 日本国憲法の民主政を実効化する機能を果たしうるために, 請願権を
法律によっていかに具体化するかが重要である｡｣ ことを指摘している｡ 市川・前掲注
 399-400 頁においても, 自由権的側面, 受理義務, 誠実処理義務の 3 つの内容を説
いている｡
て, 自己の政策的意見を表明するものであるから, 署名活動の自由は表現の自
由 (憲法 21 条) によって保障される｡｣ としたうえで, ｢同署名活動を行った
者も, 署名活動の結果集めた署名簿を官公署等に提出することを目的としてい
るから, 各署名者同様, 請願権 (憲法 16 条) によってその活動が保障される
と解される｡｣ という｡ 高裁判決においても, 上記の判旨のなかで記述したと




の自由 (憲法 21 条) と請願権 (憲法 16 条) の重層的な保障をうけるとしたこ
とは, そのとおりであろう｡ この点についての私見は, 後述する｡
高裁判決と地裁判決が異なるのは, その後の説示である｡ 地裁判決は, ｢何
人も, 請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない (憲法 16 条, 請願法 6




けた官公署等は, 請願に対し, 誠実に処理する義務を負う (請願法 5条) から,
提出された署名簿に偽造等, 署名の真正を疑わしめる事情があったり, 請願の
趣旨が明瞭でないときに, その真正であることや請願の趣旨を確認する限度で,
各署名者や署名活動者に対し｣, ｢相当な調査｣ を行うことは許される, という
のである｡
これに対して, 高裁判決は, きわめて対照的な姿勢を示している｡ すなわち,
表現の自由が ｢基本的人権のうちでも極めて高度の尊重を要する権利｣ である
ことから, ｢その保障は最大限で制約は最小限でなければならない｣ とし, 表
現の自由が ｢民主主義国家の政治的基盤をなし, 国民の基本的人権のうちでも
とりわけ重要で｣ あることから, 法律によってみだりに制限したり, 事前・事
後において ｢不利益や不当な圧力を及ぼし, 国民を萎縮させることは許されな





んがみて, 高裁判決は, その具体的な判断基準として ｢上記の権利利益を制約
するためには, その目的の正当性と手段の相当性について厳格な審査｣ を充た
されなければならないという｡ そこには, 表現の自由や請願権に対する尊重の
念が感じとれるし, そのための審査基準として ｢厳格な審査｣ を提示している
ものと解せられる｡
さらに, もう 1つの明確な基本姿勢の差異があらわれている｡ 誠実処理義務
(請願法 5 条) の捉え方が, まったく異なる点である｡ 地裁判決は, 提出され
た署名簿に真正を疑わせる事情があったり, 請願の趣旨が明確でないときには,
｢相当な調査｣, すなわち ｢戸別訪問調査｣ が許されるという｡ この点, 高裁判
決は, 誠実処理とは, ｢放置したりしてはならないことであり, 誠実に処理す
るという名の下に, 将来の請願行為をしにくくすることや請願をした者を萎縮






を行使している｡ まず, 目的については, 重複署名者数の確定や同一筆跡の調
査が目的ではなく, 戸別訪問の実施時期 (定例議会の時期の直前), 統廃合の
必要性および調査対象からして, ｢戸別訪問の主な, かつ真の目的｣ は, ｢本件
署名簿の記載が誤りで, 正しくは [統廃合] 賛成者が多いことを立証するため




つぎに, 手段の相当性の問題であるが, ここでも, きわめて具体的かつ厳格
な審査がなされている｡ ここでの ｢相当性｣ の意味するところは, いいかえれ
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これに対して, 地裁判決は, 誠実処理義務から, ｢署名の真正を疑わしめる
事情があったり, 請願の趣旨が明瞭でないとき｣ という限定つきではあるが,
｢相当な調査｣ として, 直ちに ｢戸別訪問調査｣ 自体は許されるとした｡ そこ
には, 高裁判決にみられたような ｢目的｣ ｢手段｣ に対する厳格な審査は, 少
しもなされていない｡ もっとも, 地裁は, 署名の真正や請願の趣旨の確認とい
う目的を超えた質問についてのみ, ｢不当に圧力｣ を加えるものであったと認
定している｡
なお, かかる確認問題について付言すると, 地方自治法 74 条以下に規定さ
れている直接請求制度との対比が参考になる｡ 直接請求制度 (条例の制定改廃
の請求, 議会の解散請求, 長の解職請求など) には一定の法的義務が地方公共







 署名の真正に疑いが持たれる場合の対処について, 高裁判決は, 一般的にいえば,
なんらかの確認手段は必要となるが, ｢必ずそれを確認しなければならないという法的
な義務がある｣ のではない点を指摘する｡
 詳しくは, 曽我・前掲注 66-67 頁参照｡
 思想良心の自由について
高裁判決は, 思想良心の自由とは ｢人の内心における考え方ないし見方であ
り, 世界観, 人生観, 主義, 主張などを含むと解され, 本件における小学校の
統廃合に関する意見もその保護の対象となる｣ という｡ この捉え方も, 憲法学
の通説的な見解であり, 国家権力は, 個人が内心において抱いている思想につ
いて, 直接または間接に, 訊ねることも許されないと解せられている(17)｡ 高裁
判決は, 町長の意思を暗黙のうちに被調査者に伝えて, その意見の変更を迫っ
ていることから, X らの思想良心の侵害になるという｡ また, 本件署名簿に
署名した後においては, 署名者が既に意思表明をしていることになるから, 思
想良心の侵害にならないという主張に対しても, これを否定している｡
これに対して, 地裁判決は, 本件訪問調査は ｢調査対象者の同意を得た上で




プライバシーの侵害に関する高裁判決の前半部分, すなわち憲法 13 条から
条例保護条例の部分は, 地裁判決のそれと, ほとんど同一表現であり, 差異は
ない｡ 両者が異なるのは, 事実認定と一覧表の必要性である｡ 地裁判決は,
｢5208 個もの署名が綴られた署名簿を手作業でチェックすることは極めて非能
率で, 誤りが生じる可能性があったこと, 本件戸別訪問調査のために本件一覧
表作成等が必要であった｣ と認定し, ｢本件一覧表等は, 本件戸別訪問調査の
目的等の達成のために必要最小限度のものであって, X7及び X1の私生活上の
自由を不当に侵害するものではない｣ と判断している｡




 芦部・前掲注 147-148 頁｡
必要かつ合理的であるといえるし, 本件一覧表を作成すること自体は違法では
ないという｡ しかし, 本件の場合には, 目的達成に必要な最小限の範囲の利用









本件の判例を通じて, 以下の 2つの課題を取り上げたい｡ 1 つは, 請願権の
問題である｡ 地裁判決と高裁判決では, 署名活動および署名行為は, ともに請
願権および表現の自由の保障をうけると判示し, ｢表現の自由｣ と ｢請願権｣
の関係をあえて区別しない姿勢をとっている｡ そして, 戸別訪問の違法性を判
示する高裁判決にあっては, 随所に ｢表現の自由｣ を援用して, それに対する




(だからといって, 表現の自由の保障が及ばないとは考えない)｡ ただ, その際,
これまでの通説が説くように, 請願権の基本的性格としては国務請求権 (受益




 高裁判決においても, ｢請願権は, 国民の政治参加のための重要な権利であ｣ ること
を指摘する点は, 注目に値する｡ 複合的性格という言葉は用いてはいないものの, 請
願により不利益・差別を受けないことも併せ指摘している｡
う(19)｡ 憲法 16 後段において ｢いかなる差別的待遇を受けない｣ ことが憲法上
明記されていることは, 請願権の自由権的側面を説くのに重要な根拠となりえ
る(20)｡ もっとも, 請願権の分野と異なり, 表現の自由の分野では豊富な判例と
長年の研究の蓄積が存し, 署名活動・署名行為と ｢表現の自由｣ との深い関連
性を指摘することによって, 高い審査密度 (厳格な審査) をこの分野に援用す
ることは訴訟戦略的には有意義なことであったとおもう｡
もう 1 つは, プライバシーの問題である｡ 地裁判決・高裁判決は, ともに
｢憲法 13 条は, 国民の私生活上の自由が公権力の行使に対して保護されるべき
ことを規定しているものであり, 個人の私生活上の自由の一つとして, 何人も,
個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有するもの｣
と解される判例として, 最高裁昭和 44 年 12 月 24 日大法廷判決を引用してい
る｡ 当該判例は, 京都府学連事件といわれるもので, 被疑者の写真撮影と肖像
権が問題となった事案である｡ たしかに, 前半の説示部分 (憲法 13 条は, 国
民の私生活上の自由が公権力の行使に対して保護されるべきことを規定してい
るもの) は, 京都府学連事件最大判の文言そのものである｡ しかし, 後半の文
言はこの判例からは直接にでてこない｡ 後半の文言は, 住基ネット事件最判
(2008 [平成 20] 年 3 月 6 日) に見いだされ, この判例も併せて引用されてし





り, 近時の判例 (自衛隊監視活動停止等請求事件) においても ｢自己情報コン
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 松井・前掲注 419 頁では, 請願権を参政権と位置づけながらも, 請願を受けた政






最後に, ひとこと付言しておきたい｡ 今回のような署名簿は, 通常みられる
ように, 請願法 2条の定める請願者の氏名と住所が記載されており, これを町





た事案において, 名古屋高裁は, ｢個人がいかなる政治的信条を有し, その信
条に基づきいかなる行動を行うかは, 個人の内心と密接な関係を有する事柄で
あり, そのような事柄と関わる情報については, 特に厚く保護する必要がある｣







 仙台地判 (2012 [平成 24] 年 3 月 26 日) では, ｢自己の個人情報を正当な目的や必
要性によらず収集あるいは保有されないという意味での自己の個人情報をコントロー
ルする権利は, 法的に保護に値する利益として確立し, これが行政機関によって違法
に侵害された場合には, 国 (被告) は, そのことにより個人に生じた損害を賠償する
べき｣ であるという｡
 プライバシーに関する文献は, きわめて多い｡ さしあたり, 竹中勲 ｢プライバシー
の権利｣ 大石眞・石川健治編 『憲法の争点』 (有斐閣, 2008 年) 99 頁, 坂本昌成 『プ
ライヴァシー権論』 (日本評論社, 1986 年), 榎原猛 『プライバシー権の総合的研究』
(法律文化社, 1991 年)｡ 最近では, 山本龍彦 ｢プライバシーの権利｣ ジュリ 1412 号
(2010 年) 80 頁以下, 同 ｢プライヴァシー｣ 長谷部恭男編 『人権の射程』 (法律文化社,
2010 年) 142 頁以下参照｡




般の市民感覚が, この判決に適切に反映されているからである｡ 3 人一組の町
職員 (管理職員を含む) が, 夜間, 突然に自宅に訪れ, 自分のした署名の真正,
その経緯, 変更の可否などについて根ほり葉ほり聞かれることは, やはり異常
というほかない｡ 戸別訪問を受けた町民は, 今後は, 町長に反対する署名活動
および署名行為を控えることになろうと推測される(24)｡ 共同体意識の強い小さ
な町・村では, なおさらのことであろう｡
もう 1つ, 気がついた点は, 署名を受けた機関 (官公署) がどのような対応
(処理) をすべきかについても, 高裁判決が適切な説示をしていることである｡










 松本和彦・前掲注 (6) では, このような萎縮効果の問題を重視している｡
